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【論文要旨】
控訴審の構造は事後審であるとされるのが一般的であり，何ら異論を見るところではないが，そ
の実，事後審の概念は非常に曖昧なものであるばかりか定義も定まっておらず，その内容は一向に
見解の統一を見ない。それにより，控訴審の構造がどのようなものであるかは，主張者によって十
人十色の内容となっているのが現状であるものと考えられる。本稿は，何故このような状況が生じ
たのかを探るべく，伝統的な定義内容，刑事訴訟法の条文そのものの改変，各学説の根拠等を中心
に，従来の控訴審構造論が当然の前提であるかのように扱ってきた部分を再検討するものである。
また，それぞれの学説が用いた理論構成を分析し，複雑多岐にわたる学説の中にもある程度一定の
思考方法が存在するのではないかと思案する。そして，今後控訴審構造論がどのように展開されて
いくのか，その指針を考察してみたい。
【キーワード】 控訴審の構造，旧法401条，厳格事後審説，続審接木説，事後審の内容
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1 田宮裕『刑事訴訟法［新版］』（有斐閣，1992年）486頁。
はしがき
上訴制度の存在意義を問い，結局は何のためのシステムなのかということを考察してみると，被
告人の具体的救済手段の一つであるとか，司法に対する信頼を確固たるものにするためであると
か，真実に可能な限り接近するためであるとか，様々な言い方をすることができるけれども，端的
に言えば「念のため」ではないだろうか。使い古された言い回しではあるが，裁判が人の業である
以上，全てにおいて完璧な判決を下し続けることは不可能と言わざるを得ない。従って，上訴とい
うシステムによりこの不完全性を補完していこうとしているのであろうが，その作業に際してどの
ような方式で審理を進めていくのが妥当であるか，いくつかの構造が考案されてきた。
一般的に，控訴審の構造はモデルとして 3類型が存在し得ると説明されている。覆審，続審，
事後審という形式がそれであり，控訴審がそのいずれの構造を採用しているかを決することによっ
て，条文の解釈及び運用の指針としているように見受けられる。しかしながら，現行刑事訴訟法の
条文から読み取れる控訴審の構造をこのいずれかに決するということは，詳細な検討を加えた場合
非常に困難であることも，同時に論ぜられているところであろう。ただ，現行刑事訴訟法において
控訴審の構造は基本的に事後審であるとされており，「構造論は，少なくとも基準の提供という点
では（控訴が原判決の当否の審査を目的とするということ自体は自明であるが，それだけのことで
ある），もはやほぼその役割を終えたといってよい1」と評されて久しい。
この分類に対する本稿における問題提起は，「必ずこの 3類型のいずれかに分類しなければいけ
ないのか」である。従来の構造論を概観すると，3類型への分類が前提になっているかのような扱
いがされているように見受けられる。特に，可能な限り事後審に到達するような解釈に腐心してい
るようにも考えられる。控訴審の構造がこの 3類型に限定されるか否かの検討や，現行刑事訴訟
法における控訴審の構造をこの 3類型に分類する必要性の有無に関する考察は，極めて少ないよ
うに思われるのである。以下に，これまで複合的に考察されてきたこれらの点を，できるだけ分割
する形で分析することを試みる。
また，控訴審の構造が覆審，続審，事後審という 3類型のいずれかを決定し，その構造を前提
と解してから展開される論証は本稿の目的とするところではないことを付言しておかなければなら
ないであろう。
一 覆審・続審・事後審
はしがきで述べたように，控訴審の構造はモデルとして 3類型が存在し得ると考えられる。従
って，まずこの 3類型がそれぞれどのように説明されているのか，その定義を明らかにすること
が可能であるかどうかを試みる。些か心許ない言い方になってしまったが，実際のところ，その定
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2 例えば，末弘嚴太郎・田中耕太郎責任編輯『法律学辞典』（有斐閣，1936年）では，「控訴」の説明文中，
727頁～728頁にそれぞれ「覆審」「続審」「前判決の當否を審査」という表記がされている。
3 前掲注 2, 727頁。
4 竹内昭夫・松尾浩也・塩野宏編集代表『新法律学事典（第三版）』（有斐閣，1989年）1218頁。
5 金子宏・新堂幸司・平井宣雄編集代表『法律学小辞典［第 4補訂版］』（有斐閣，2008年）1059頁。
6 このまとめに最も近い表現を用いている，田宮裕『刑事訴訟法［新版］』（有斐閣，1992年）484頁をはじめ，
約20名の表現を総合した。
7 平沼騏一郎『新刑事訴訟法要論』（日本大学，1936年）707頁。
8 前掲注 2, 728頁。
義自体が曖昧であったり，詳細な説明がなかったりしているのが現状であるように見受けられる。
ところが，その出自は現行刑事訴訟法よりも古く，旧刑事訴訟法施行当時の書物にはすでにこれら
の表現ないし，少なくとも概念が存在している2。
第一に，覆審である。これに関しては，ほとんど全ての説明がいわゆる「やり直し」という概念
を用いており，まずぶれがないと言ってよいものと思われる。定義の問題ということで，基準とし
て法律用語の説明がされている辞典を開いてみると，覆審の説明としては「控訴ありたるときは，
上級裁判所は事件の全般に亙り，`ち事實の認定，法律の適用につき第一審裁　とは獨立にこれが
再審理を爲すのであつて，これ第二審を以て覆審なりといふ所以である3。」とする記述がまず存在
する。覆審の構造を簡潔に説明したものであり，以降，「上訴審において原審と同じような審理を
もう 1度繰り返すこと4」，「上訴審において，原審の審理と無関係に新たに審理をやり直す手続構
造5」などと説明され，辞典における覆審の定義は概ね統一されていると言ってよいであろう。併
記してあるドイツ語の Neuverhandlungから想像される，原審とは別の新しい裁判というイメージ
がほぼそのまま当てはまる。
では，学説の状況はどうかというと，こちらも統一されていると言ってよいと考えられる。表現
に多少の差はあるが，概ね「原審の判決とは全く関係なく，事件について新たに審理をやり直す方
式」とまとめることができる6。最も多く使用されていた表現は，前述したように「やり直し」で
あり，この一言が全てを表しているものと思われる。これは現在から見た覆審の印象であるが，ち
なみに旧法当時はどのように説明されていたかというと，例えば「控訴審ニ於テハ第一審ニ於ケル
ト同シク事件ニ付更ニ審判ヲ爲スヘキモノ7」といった具合である。やはり，被告事件について審
理を繰り返すものと考えられるであろう。
以上のように，覆審の定義はほとんど完全に統一されている。これに関して異論が唱えられるこ
とは，まずない。
第二に，続審である。辞典における取り扱いとしては，まず「控訴審は第一審の続審ではなく
て8」との記述が旧刑事訴訟法施行当時から存在する。それぞれに項目が立てられているのではな
く，あくまで「控訴」の説明文中に登場するという点では覆審と同様の扱いであるが，当時は実際
の控訴審の構造が覆審であったことから，刑事控訴審を説明する部分においては，続審は名称が登
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9 前掲注 4, 894頁。
10 前掲注 5, 774頁。なお，この記述は少なくとも1976年の第 1版第 6刷から変わっていない。
11 このまとめに最も近い表現を用いている，松尾浩也『刑事訴訟法 下［新版補正第二版］』（弘文堂，1999年）
213頁をはじめ，約20名の共通部分を総合した。
12 光藤景皎『口述刑事訴訟法 下』（成文堂，2005年）17頁，田宮裕『刑事訴訟法［新版］』（有斐閣，1992年）
484頁など，審理対象に言及したものは被告事件を挙げるのが圧倒的多数である。
13 福井厚『刑事訴訟法講義［第 4版］』（法律文化社，2009年）422頁。
14 鈴木茂嗣『刑事訴訟法〔改訂版〕』（青林書院，1990年）247頁に，民事訴訟法の続審構造が形式的には原判
決を対象としていることがかろうじて記述されている程度である。それに対して特に疑問が呈されているわ
けではない。
15 前掲注 2, 728頁。
16 前掲注 4, 587頁。
場するにとどまり，概念が存在することを確認できるに過ぎない。その後，項目が立てられた説明
としては「上級審において下級審の口頭弁論を一般的に承継続行すること及びその上級審9」，「第
一審の審理を基礎としながら，控訴審においても新たな訴訟資料の提出を認めて原判決の当否を審
理する控訴審の構造及びこのような審級10」とされる。覆審の場合，審理対象が原審と同様である
ことは自明であったが，続審については，辞典によってはその審理対象は「原判決の当否」である
ことが明らかにされている。この点が付け加えられていること以外，辞典における続審の定義は概
ね統一されている。
ところが，学説の状況を概観すると，辞典の定義とは多少のずれが存在する。それによって定義
が曖昧になっているものの，結果として続審のメルクマールとして何が重視されているのかが伺え
るように思われる。まず，「第一審の審理を引き継ぎ，新証拠の採用も含めて審理を継続する方式」
というのが全体的なまとめとしての表現だと思われるが11，これはあくまで共通部分であり，ここ
に続審の審理対象が何であるかを付け加えた上で定義としている表現がある。そして，その場合の
審理対象は何かというと，大多数が「事件について12」としており，原審と控訴審の審理対象は同
じであることを明言している。
このように，続審の定義は辞典と学説とで異なる解釈となる場合が多いように見受けられる。し
かしながら，「続審」という名称，その審理対象について「原裁判を審査する13」とする説も存在
すること，そしてこの定義についての矛盾を衝く記述が差し当たり見受けられない14ことなどか
ら，審理対象が何であるかは，実際のところ続審の定義にとって重要なメルクマールではないか，
あるいは審理対象がどちらであっても不都合はないという推測も考えられる。いずれにしても，定
義の核となる部分は「審理を継続すること」であろう。
第三に，事後審である。この名称の登場は覆審，続審よりも遅いが，「控訴審は第一審の覆審で
あつて前判決の當否を審査すべきものではない15」と，同時期にその概念に似たものが認識されて
いることは記述されていた。そこから，「事後審査」の項目で「原判決の当否を審査すること16」，
そして「事後審」の項目で「上訴審が原判決を対象として原審の資料だけに基づいてその当否を審
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17 前掲注 5, 494頁。
18 前掲注 1, 484頁。
19 平場安治『改訂刑事訴訟法講義』（有斐閣，1954年）518頁。
20 団藤重光『新刑事訴訟法綱要七訂版』（創文社，1967年）517頁。
21 高田卓爾『刑事訴訟法〔二訂版〕』（青林書院，1984年）493頁。
22 前掲注13, 422頁。
23 青柳文雄『五訂刑事訴訟法通論 下巻』（立花書房，1976年）522頁。
24 続審の審理対象に関する定義の矛盾が解消されない限り，わずかではあるが重なる部分があると考えること
も可能であろう。
査するという構造を持つ場合，これを事後審（又は審査審）という17」と説明されてきた。事後審
の場合，辞典の中では徐々にその定義が詳しく説明されてきているのが現状と考えられる。覆審や
続審のように，時間の経過に関係なくほとんど同じ表現が使われてきているのではなく，おそらく
新規に採用された概念であることも手伝って，学説の議論が進むにつれて説明を詳細にしているの
であろう。
その学説であるが，事後審をどう定義するかは実に簡明である。その態様について多くの議論が
展開されている原因と思われるが，事後審の定義を説明する言葉は「原判決の当否を審査する方
式18」に集約されるように思われる。この表現を外した定義は，今のところ見られない。あまりに
も短いが，裏を返せばこれ以上の内容には議論があるということであろうか。ただ，これ以上の内
容に踏み込んだ記述も，もちろんある。例えばこれに「新資料の追加を認めず，原則として前審の
記録を基にして裁判に誤謬がなかつたかどうかを認定するしかた19」とか，「原裁判所の立場に立
って20」とか，「前審の記録をもとにして21」，「旧証拠だけを評価し直す22」，「自ら心証を得ること
を必要としない23」などの記述が追加される場合がそれである。このように見ると，学説の核とな
る表現にさらなる内容が追加された場合，その定義は辞典に近づくという形になるのが，事後審の
定義の特徴であろうか。
ただ，このような学説の状況に鑑みると，「事後審」という概念を今後も現在のままで使用し続
けることには若干の疑問がある。あくまで推測だが，その制定過程で現行法における控訴審の構造
を「差し当たり事後審という風に表現してみた」とするならば，本来は覆審や続審と同列に並べる
べきものではないのかもしれない。例えば，審理対象を「被告事件とするもの」という枠と「原判
決とするもの」という枠があり，覆審は前者に，現在の構造は後者に，そして続審はその範囲がわ
ずかに重なる部分の中に位置している24として，この後者の「枠」のことを「事後審」という言葉
で表したことになるのではないか。そう考えれば，事後審の定義が学説によって異なることにも一
応の説明がつく。事後審に関する確定事項があまりに少ないので，実際はもっと守備範囲の広い概
念だったものに，偶然，審級構造と似たような名称をつけてしまったという可能性もあるのではな
いかと思うのであるが，論文の本旨から外れるため，これ以上の考察は控える。
以上，覆審，続審，事後審のそれぞれについてその定義を確定することが可能か否か検討してき
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25 松尾浩也『刑事訴訟法 下［新版補正第二版］』（弘文堂，1999年）213頁など，特に控訴審に関する部分に
おいて，当初は旧上告審のマイナーチェンジであったとされる。
26 小野清一郎「審級制度と上訴の限界」法学協会雑誌54巻 2号（1936年）212頁。
27 394条控訴ハ区裁判所又ハ地方裁判所ニ於テ為シタル第一審ノ判決ニ対シテ之ヲ為スコトヲ得
401条 2項第一審裁判所不法ニ管轄ヲ認メタル場合ニ於テ控訴裁判所其ノ事件ニ付第一審ノ管轄権ヲ有ス
ルトキハ第一審ノ判決ヲ為スヘシ
28 395条控訴ノ提起期間ハ七日トス
396条控訴ヲ為スニハ申立書ヲ第一審裁判所ニ差出スヘシ
29 397条控訴ノ申立法律上ノ方式ニ違反シ又ハ控訴権消滅後ニ為シタルモノナルトキハ第一審裁判所ハ検察
官ノ意見ヲ聴キ決定ヲ以テ之ヲ棄却スヘシ此ノ決定ニ対シテハ即時抗告ヲ為スコトヲ得
400条控訴ノ申立法律上ノ方式ニ違反シ又ハ控訴権消滅後ニ為シタルモノナルトキハ控訴裁判所ハ判決ヲ
以テ控訴ヲ棄却スヘシ
30 398条 1項前条ノ場合ヲ除クノ外第一審裁判所ハ訴訟記録及証拠物ヲ其ノ裁判所ノ検察官ニ送付シ検察官
ハ之ヲ控訴裁判所ノ検察官ニ送付スヘシ
2項控訴裁判所ノ検察官ハ訴訟記録及証拠物ヲ其ノ裁判所ニ送付スヘシ
31 398条 3項被告人監獄ニ在ルトキハ第一審裁判所ノ検察官ハ被告人ヲ控訴裁判所所在地ノ監獄ニ移スヘシ
32 399条控訴裁判所ノ検察官ハ弁論ノ終結ニ至ル迄附帯控訴ヲ為スコトヲ得
たが，いずれにしても，定義としては情報量が少ないという印象があり，むしろ「概念」と評する
のが適切であるように思われる。覆審と続審はそれでも説明としては十分であろうから，差し当た
り定義はなされていると考えて良さそうではあるものの，事後審に関しては「定義の一材料として
確実にわかっていること」のようにも見える。しかしながら，確実性はあるのだから，核となる記
述に関しては事後審の定義に不可欠な要素と捉えて間違いないであろう。
二 旧刑事訴訟法との比較
現行刑事訴訟法は，旧法と比べて大幅に改変されている。上訴の項目に関しては，条文上さほど
大きな変化はなかったと言えなくもないが25，控訴審の構造が覆審から事後審を目指す方向へと転
換したことは間違いないであろう。また，実際に条文を概観すると，旧法を覆審たらしめている条
文を削り，若干の調整を加えたという印象がある。しかしながら，単純な見た目の違いがそのまま
内容の違いとはならないことは自明の理であって，例えば条文を一つ削っただけでも運用に劇的な
変化をもたらすことがあるように，控訴審の構造も変化したのである。
まずは，旧法における覆審構造はどのようなものであったかということから概観する。旧刑事訴
訟法における控訴審の構造に関する記述としては「控訴は原判決を全體として不當とする不服申立
であり，控訴審に於ては事實の認定，法律の適用及び刑の量定の全體に亙つて新に審　する。此が
「覆審」といはれる所以である26。」という説明があり，内容的に概ね覆審の定義に近い。とはいえ
些か大雑把な説明であるが，このような書かれ方になるのも無理からぬ事で，資料となるべき控訴
に関する旧法の条文は394条から407条までのわずか14条に過ぎないのである。規定内容として
は，控訴審の管轄27，申立ての手続28，手続違反による棄却29，証拠物の取り扱い30，被告人の身
柄31，附帯控訴32，審判対象33，差戻しの判断34，公訴棄却の判断35，裁判に関する諸注意36などで
――
33 401条 1項控訴裁判所ハ前条及ヒ第四百二条ノ場合ヲ除クノ外被告事件ニ付更ニ判決ヲ為スヘシ
34 402条第一審裁判所不法ニ管轄違ヲ言渡シ又ハ公訴ヲ棄却シタルトキハ判決ヲ以テ事件ヲ第一審裁判所ニ
差戻スコトヲ得
35 406条第三百六十五条ノ規定ニ該当スル事件ニ付第一審裁判所公訴ヲ棄却セサリシトキハ決定ヲ以テ公訴
ヲ棄却スヘシ此ノ決定ニ対シテハ即時抗告ヲ為スコトヲ得
36 403条被告人控訴ヲ為シタル事件及被告人ノ為ニ控訴ヲ為シタル事件ニ付テハ原判決ノ刑ヨリ重キ刑ヲ言
渡スコトヲ得ス
404条被告人出頭セサルトキハ更ニ期日ヲ定ムヘシ被告人正当ノ事由ナクシテ其ノ期日ニ出頭セサルトキ
ハ其ノ陳述ヲ聴カスシテ判決ヲ為スコトヲ得
405条控訴裁判所ノ判決ニハ第一審ノ判決ニ示シタル事実及ヒ証拠ヲ引用スルコトヲ得
407条第二編中公判ニ関スル規定ハ別段ノ規定アル場合ヲ除クノ外控訴ノ審判ニ付之ヲ準用ス
ある。これらの条文から控訴審の構造を判断しようとするならば，注目すべきは審判対象を「被告
事件」と明記した401条 1項と，審理方式を第一審に準ずるとした407条であろう。審判対象が被
告事件であることは覆審の重要なメルクマールであり，これに加えて，その被告事件を第一審に準
ずる方式で審理するということは，正にやり直しという概念が相応しい。
では，旧法と現行法を比べるとどうか。後述するが，現行法の控訴審部分は旧法の上告審部分を
参考にして多くの条文が移植されたような状態になっている。ゆえに条文上大差はないと言うこと
もできるのだが，純粋に控訴審部分のみを対象とした場合，比較にならないほど変化しているとも
言える。従って，条文を根拠に旧法と現行法を比較することは困難であるのだが，ここでは旧法側
の観点から，現行法にどう受け継がれているのかを概観する。
順番に見ていくと，まずは控訴審部分であるが，旧法の394条から397条までは導入として現行
法の372条から375条までの部分に引き継がれている。細かい違いになるが，控訴の提起期間が 7
日から14日になっており，第一審裁判所による控訴棄却手続が若干簡略化されている。旧法398条
は現行法の条文には引き継がれなかったが，こちらは刑事訴訟法の条文ではなくて刑事訴訟規則の
235条がその内容を含んでいる。旧法399条は削除されたと見ていいであろう。旧法400条の控訴裁
判所による控訴棄却は，現行法で言えば395条である。旧法401条については，その 2項が現行法
の399条にその内容を引き継いでいるものと考えられるものの，1項の内容に相当する条文はな
い。旧法402条及び403条は，それぞれ現行法の398条，402条にほぼ同様の記述が見られる。被告
人の出頭に関する旧法404条は，正当な理由なく出頭しない被告人に対してはその陳述を聴かなく
ても判決することを許しているが，現行法390条では同じく特に出頭の必要性を認めないものの，
被告人の権利保護のために重要である場合には出頭を命ずることが可能である。旧法405条は刑事
訴訟法ではなく刑事訴訟規則の246条にその内容が含まれる。旧法406条は内容的に現行法403条と
同様のものであろう。そして，旧法407条は現行法404条と同様の準用規定である。
では，現行法制定時に参考にしたと言われる上告審部分を比較するとどうか。これについては控
訴審同士の比較にならないため，細かい比較は割愛するが，概ね「マイナーチェンジ」という表現
が当てはまるように思われる。旧法の上告審部分の条文を簡潔にまとめたり，そこに補充的に若干
――
37 団藤重光『控訴審の構造について』（司法研修所，1952年）4頁。
38 平野龍一『裁判と上訴』（有斐閣，1982年）145頁以下。
39 前掲注37, 3頁。この時点では「事後審査」と表現されている。
の継ぎ足しをしたり，表現を変えたりしているように見受けられる。重視すべき明確な変更点をあ
えて挙げるならば，控訴申立理由に関する旧法414条において「重大ナル事實ノ誤認アルコトヲ疑
フニ足ル」とされていた表現が，現行法の382条では「事実の誤認があって」とされていることく
らいであろうか。いずれにしても，詳細な考察は本項の趣旨を外れるので別稿に譲る。
このように見てみると，旧法と現行法の最大の違いは，やはり審判対象であろう。現行法は旧法
のように審判対象を被告事件とは明言していない。旧法401条 1項の有無が，純粋に控訴審部分を
比較した場合の最も明確な差異であろう。さらに，もう一つの決定的な違いは，旧法の上告審部分
がコンバートされていることである。当然のことのように論じられているが，これによって現行法
は控訴理由が限定され，控訴理由を持ち出さない限りは控訴ができない37ということになっている
のである。これらに準用規定を加味して考えることにより，控訴審において採用可能な証拠の範囲
が旧法と現行法では大きく異なるものと思われる。こうしてみると，確かに条文上大差はないが，
構造上はほとんど別のものになったと言うことができると考えられる。
三 現行刑事訴訟法における構造分析
前項で述べたように，現行刑事訴訟法はその制定時に旧法の上告審を参考にする形で控訴審の構
造を大きく転換した。このような改変が行われたのは，第一審の構造の変化と上告審の機能の変化
とを理由とするやむを得ない結果であると説明されている。旧法の第一審では，被告人尋問と証拠
書類の読み聞かせを中心としていたが，公判中心主義の徹底された現行法では，証人尋問が中心と
なったため，このような審理を控訴審において再現して繰り返すのは，時間と手数の面から非常に
困難とされたのである。また，口頭主義，直接主義の重視される第一審と同様の審理を控訴審にお
いて実施したところで，それが厳密なやり直しと言えるかどうかも疑問視された。一方の上告審で
あるが，現行法の上告審は，憲法適否の最終判断を下すという任務を与えられている。旧法下の大
審院のように，法令違反を審査させる機能を全面的に引き継ぐと，この任務の達成に支障を来すこ
とが懸念され，その機能は大幅に減じられた。このような第一審と上告審の変化によって，事実認
定を第一審限りにしておくわけにはいかないということと，法令違反の審査はどこかの審級に盛り
込まなければならないということから，その役目は双方とも控訴審が負うことになったのであ
る38。そのため，旧法のような覆審構造を採用することはできず，事後審を目指さざるを得ないこ
とになったとされる39。おそらくこの部分が現行法における控訴審の特徴であり，旧法との相違が
端的に表れることになると考えられる。
それでは，現行法における控訴審の構造にはどのような解釈が与えられてきたのか。ここから
は，代表的な比較対象を紹介し，その理論構成を考察してみたい。これまでの議論を概観してみる
――
40 前掲注37, 4頁以下。
41 小野清一郎「新刑訴における控訴審の構造」刑法雑誌 1巻 3・4号（1950年）392頁。
と「現行刑事訴訟法における控訴審の構造をこのいずれの類型によって説明するか」という問題に
対する解答が，目指すべき理想として最初に決定されている演繹型の構成と，関連規定からの解釈
として最後に決定する帰納型の構成が混在しているように見受けられる。
現行刑事訴訟法における控訴審構造論の発端としては，団藤重光博士の厳格事後審説と小野清一
郎博士の続審接木説の対立構図に触れなくてはならないであろう。ここであえて「対立」ではなく
「対立構図」と表現したことにはもちろん意味がある。以下に詳述するが，私の観点からはこの両
説は相互に批判対象として存在するのではなく，単純に比較対象として存在していると捉えた方が
よいのではないかと考えるからである。思考方法として並び立つものではないので，一方を根拠に
他方を採用できないことは主張できても，一方を根拠に他方を批判するというほどではないものと
思われる。
まずは団藤説を概観する。現行法は旧法と異なり，控訴理由が限定されているため，控訴理由の
ない限りは控訴が不可能であるけれども，そのかわり控訴申立理由を法律点に限らず事実点にも及
ぶとする，つまり事実的な事後審査をも行うことができる。この際，審査に関しては原判決時に立
って行わなくてはならず，新資料を持ち出して，その後の発展を考えたうえ，第一審を批判するこ
とは，事後審査の建前とは相容れない。原判決の当否を審査するのだから，原判決が「その時点で」
正しかったかどうかを判断しなくてはならないという理由からであろう。そして，控訴理由の基礎
づけをするために要求される資料は，大体において原審に現れた資料に限定され，それ以上のもの
を持ってくるわけにはいかない。但し，393条 1項但書の場合は，例外的にその資料の援用を妨げ
ない。本来，原審に現れなかった資料は考慮しないのが建前であるけれども，当事者保護のために
本文を拡張するような但書を規定したとされる。このようにして主張された控訴理由について事後
審査を行い，原判決の当，不当を審査するというものである40。このように，団藤説のポイントは
控訴審が原審の立場に立って審査すること，すなわち審査は原判決時を基準に行われ，審査資料も
原則的に原審に用いられたものに限られることであるように思われる。この考え方は典型的な演繹
型理論構成であると考えられる。団藤説はその出発点において現行法が事後審であることを明言し
ており，同時に，事後審をいわば運用の理想として，控訴審に関する全ての条文はその構造に合致
するように解釈されるべきであるとしているように見受けられる。
次に，団藤説と対置されることが多い小野説である。「事後審的な基本構造の上に，部分的な繼
續審が接木される41」と説明されるように，この説も基本構造を事後審と解する点に違いはなく，
事後審と解釈するまでの主張にさしたる違いは見られない。しかしながら，小野説は392条，393
条，394条，400条等に着目し，それらを根拠として続審の構造が接木されると主張している。こ
の説は事後審というものは「書面主義」を基準とするべきものであると考えているようであるが，
――
42 小野博士の論によると，この理念部分も些か怪しい。「あからさまにいふと，控訴審を純粹な事後審とする
政府の草案に對して，國會は強い反對の意向をもつてゐた。さうして，できるだけ覆審制に近いところへ持
つてゆかうとしたのである。」（前掲注41, 395頁。）との記述があるからである。
43 前掲注38, 146頁以下。
44 前掲注38, 145頁。
45 前掲注38, 160頁。
条文上「控訴審における口頭審理の結果が裁判の基礎となる」場合があることから，その場合は書
面主義を維持することができなくなるということから，もはや単純な事後審と解することはでき
ず，複合的な構造が内在することを認めるものと思われる。また，ポイントとして，小野説は原審
に現れなかった新たな証拠が加わる可能性があることを考えているようである。この場合は，原判
決の当否を決定するについての基準時は「控訴審判決の時点」としており，原判決後に生じた事情
も考慮に入れられると考えられる。このような考え方は帰納型理論構成と言える。理念として事後
審を目指したこと42，基本構造が事後審であることを認めつつ，しかし条文を構造に当てはめよう
とすると，実際は完全な事後審と断じることはできないと結論づけていると考えられる。控訴審の
構造を条文の分析によって決する試みであろう。
はじめに団藤説と小野説について「対立構図」と位置づけたように，演繹型の構成と帰納型の構
成は，相互に批判対象として存在しているのではないと考え得る。単純に考え方の出発点が異なる
のであるから，そもそも同じ土俵の話ではないと考えるのが適当と思われるのである。演繹型は
「現行法はこのような構造なのだから各条文は目指すべき構造に合致するように解釈するべきであ
る」という理念から出発し，帰納型は「現行法はこのような条文が規定されているのだからこのよ
うな構造になっていると考えられる」という個々の条文解釈から出発していると考えられるからで
ある。
さらにいくつかの説明が展開されているので，これらの理論構成も考察しておかなくてはならな
いであろう。差し当たり，平野説である。この説はまず，事後審とは何かという問題が主として事
実認定ないし刑の量定について争われているものであることを断ったうえで，そのメルクマールを
列挙する43。それは，控訴申立に原判決の瑕疵の指摘を必要とするか，原判決破棄又は控訴棄
却の言渡しをするか，控訴審における判断の資料を原審に現れたものに限るか，原判決のとき
を標準として判断するか，控訴判決のときを標準として判断するか，原判決のときに存した証拠
に限られるか，控訴審が原判決の当否を判断するものであるか，それとも自ら事件について認定
を下し，その結果を原判決の認定と対比するものであるか，というものである。そして，平野説が
最も重視するメルクマールはであり，からまでは決定的なメルクマールにはならないとする
ものと思われる。従って，平野説も基本的に控訴審の構造は「原判決の当否を審査する事後審であ
る44」としているが，400条但書を根拠に，「自判の場合は続審の構造をとる45」とも説明している。
つまり，平野説は小野説が着目していた諸条文を「決定的でない」メルクマールに振り分けること
――
46 前掲注19, 543頁。
47 前掲注19, 543頁。
48 前掲注19, 546頁。
49 鈴木茂嗣「刑事控訴審の構造」守屋克彦・光藤景皎編集代表『刑事裁判の復興石松竹雄判事退官記念論文
集』（勁草書房，1990年）367頁～368頁。
により，新証拠の採用や，判決後に生じた事情の考慮，判断の基準時などとの整合性を取り，ほと
んど完全に事後審説を展開していたが，自判の場合だけは「決定的な」メルクマールである原判決
の当否を審査するか否かという部分で判断することになり，事件に直面せざるを得ない結果とし
て，事後審と解することはできなくなったと考えられる。この考え方も帰納型の理論構成とみてよ
いものと思われる。メルクマールの分析は「事後審の判断基準」を明らかにしようとしているもの
と思われるし，その分析の後に「現行刑事訴訟法はどうなるか」ということについて，条文を根拠
に構造を説明しているのだから帰納型であると考えられる。400条但書による自判の構造は，平野
説における事後審には当てはまらないのであろう。
次に，平場説であるが，この論法は非常に極端であるように見受けられる。平場説の概念で事後
審という呼称を使用し続けることができるかどうかは，それまでの事後審の内容と比較すると，疑
問を持たざるを得ない。極端というと聞こえが悪いが，言ってみれば平場説は新しい概念を作って
しまったように思われるのである。この説の内容は極めて簡明で，控訴審の構造を「控訴審　決時
の事實及び證據に基づいてする事後審46」と解釈するのである。控訴審判決時を標準とすることの
根拠として，従来は原審判決時を標準とすることに対する例外規定とされてきた条文を用いている
ことから，条文を根拠とした帰納型理論構成にも読めるかも知れないが，平場説はどちらかといえ
ば演繹型理論構成を取ったのではないかと考えられる。その根拠は，平場説の論法である。平場説
が条文を根拠に主張して従来の通説を退けているのは「控訴審判決時を標準とすること」であり，
「事後審であること」ではないものと思われる。従来の通説を「原審の證據・原判決時の事實を標
準とした事後審47」と表現しており，そのことに対して条文を根拠に異論を唱えているように見受
けられるからである。従って，控訴審の構造に関してはそもそも事後審ありきという思考方法なの
ではないだろうか。そして，条文を根拠とすることによって控訴審判決時を標準とすること自体を
事後審の内容に盛り込んでしまう，いわば事後審の内容をこれまでよりも拡張した，後付けの解釈
と考えられる。この論法は思いのほか斬新な考え方とも読めるのだが，事後審の内容を確定しない
まま説明を進めているように見受けられる。ちなみに，自判の構造に関しては「全く副次的な問
題48」として，事後審という構造には差し支えないとしている。
さらに，鈴木説を概観する。この説はまず，覆審，続審，事後審の内容を確定する基準として審
判対象の如何，事実の認定資料の取り扱い，判断の基準時を列挙し，そこから判断資料の利用方法
に着目するのが最も妥当であるとして，3類型は認定資料の扱いによる区別として用いるのを相当
とする49。そして，事後審の内容を原審の資料のみで判断する手続構造と定義すると考えられるの
――
50 前掲注49, 380頁～382頁，388頁。
51 井戸田侃『刑事手続構造論の展開』（有斐閣，1982年）237頁以下。
52 前掲注51, 240頁。
53 後藤昭『刑事立法史の研究』（成文堂，1987年）2頁。
である。また，審判対象が何かという点について，訴因を直接判断する構造を「実体審」，原判決
の当否を判断する構造を「審査審」と呼び，通常モデルとして考えられている 3類型のさらに前
段階として，現行法は審査審であるとする。さらに，判断の基準時に関しては，控訴審の構造とは
分けて考えるべきであり，例えばそれが控訴審判決時だとしても，それを理由として構造が決する
わけではないとしているようである。そして，肝心の事実認定資料の範囲であるが，事実の取調べ
に関する条文を概観したうえで，再審事由及び刑の廃止・変更・大赦が控訴理由とされているこ
と，やむを得ない事由によって第一審の弁論終結前に取調べを請求することができなかった証拠の
取調べが可能であることを引き合いに出し，検察側についてはそのことを例外として，証拠を第一
審に集中させる趣旨で事後審を採用し，被告人側についてはそこから新証拠の取調べは被告人に有
利な方向でのみ許すという趣旨を読み取って，続審的構造を採用するという分け方で分析されてい
ると思われる50。平野説を基調としているためか，やはり帰納型理論構成と見ることができるであ
ろう。目指すところがどこかというよりは，構造を詳細に分析して，それが何であるかという検討
をしているものと考えられる。
そして，ここまでの諸説と一線を画するのが井戸田説である。この説は，控訴審構造論が，覆
審，続審，事後審の内容説明，現行法がどのような意味で事後審か，事後審の概念はどういうもの
か，という思考方法を採用していることを指摘しつつ，その論法に疑問を呈する51。特に，事後審
を原則とすることに対しては「無内容に近い概念を基本的前提として論理を立てても，それはもは
や原則として役立たない52」とまで言い切っている。従って，井戸田説は従来の 3類型ではなく，
上訴の目的である「当事者の救済」を基本とし，その原則的な構造は「当事者主義」にあるとして
解釈を進めていくように見受けられる。従来の類型をひとまず置いてはいるものの，条文を根拠に
して帰納型の理論構成を取っているということでもない。それまでの演繹型理論構成で用いられて
いた「事後審」の部分に，「当事者主義」を当てはめるという方法で条文解釈を進めていくような
説明をするものと考えられる。3類型を基準としていないため，本項において演繹型理論構成であ
ると理解するのは憚られるが，少なくとも演繹法を用いた説明の方式であるということのみは言い
得ると思われる。
最後に，主要な学説のうち，最も新しいと思われるのが後藤説である。この説は，控訴審の構造
概念が一義的でないことを引き合いに出し，その型への当てはめによって，個々の解釈論上の結論
を論証すること，実定法上の控訴審手続の実質的な特徴を捉えることの限界を示唆している53。
「事件についての判断をやり直すのではなく，原判決の当否を審査するというのが，従来の事後審
観念に共通した最も基本的な内容である54」としつつ，第一審と控訴審の事実判断の性質の違い
――
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は，事後審論の立場からは説明ができないと考える。そして，事実認定を控訴審において審査する
という方法としては，基本的に控訴審の心証を第一審と比較するということを認めざるを得ないの
ではないかとして，その実質を端的に「争われた限りでの判断のやり直し55」と表現している。後
藤説は，「事後審」と呼ぶことの意味について従来とは違った説明を加えていると考えられる。そ
れは「申立人が控訴の理由を主張する責任を負い，審査の範囲が原則として申立人の主張した点に
限定されるが，事実認定が争われれば心証を形成し，量刑が争われれば量刑判断をやり直す審
級56」と理解されることになる。事後審という表現を用いるがために従来とは違う概念を定義し
た，演繹型理論構成になるものと思われる。ただ，帰納型の思考方法も随所に見受けられ，従来の
観念が限界を迎えているという観点から，解決の方向として打ち出された解釈論は演繹型の理論構
成を採用していると考えられるが，他方で事後審の観念を用いることによって「控訴審手続に関す
る問題をすべて解決しようとすることは，不可能であり，有効な方法ではない57。」として，判断
の基準時や新証拠の許容性に関しては，事後審の観念とは別に検討するべきであると考えているよ
うに思われる。
以上，これまで「控訴審の構造は如何なるものか」について主張されてきた主要な学説を概観し
てみた。演繹型の理論構成では事後審の内容自体が主張者の考えるところとなってしまい，概念と
して一貫していない。また，帰納型の理論構成ではもはや現行法における控訴審を事後審というモ
デルに当てはめて説明し尽くすことは困難極まりない。一般的には控訴審の構造が事後審であるこ
とには争いがないと説明されながら，その実，いまだに控訴審の構造どころか事後審の概念さえ覚
束ないのが現状であるように見受けられる。
四 構造論と条文解釈
しかしながら，結局のところ，現行刑事訴訟法において，控訴審は基本的に事後審の構造を採用
しているというのが一般的な見解であるように思われる。ただ，単純に事後審という一つのモデル
で現行法を解釈することによって不都合が生じる可能性を看過しているわけではない。尤も，これ
は主に演繹型の見解であることを最初に述べておく。帰納型の見解はそのほとんどが「単純な事後
審では説明しきれない」というものと思われるからである。つまり，単純な事後審と解することに
よって生じる不都合を，ある部分では続審であるとすることによって，つまり控訴審の構造は単純
でないと説明することによって解消しようとしているように考えられるのである。もちろん，事後
審の範囲内であるとして説明する条文はそれぞれに異なるから，帰納型の見解も概観しておく必要
はあるであろう。また，法令違反を問題にする限りにおいては，最も端的な事後審である厳格事後
――
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審説を採用しても特に問題はない58ことも付言しておく。
では，それぞれの学説は，控訴審の構造と条文の整合性について，どのような説明を加えている
のであろうか。まずは団藤説であるが，新資料を持ち出して，その後の発展を考えたうえ，第一審
を批判することは，事後審査の建前とは相容れないとするこの説は，取り調べることのできる証拠
の範囲については，第一審で採用される可能性のあった範囲に限定されると解釈していると思われ
る59。この点で注目されるのは393条 1項の解釈である。団藤説によれば「三百九十三条一項の方
は，その事実取調の資料となりますものにはおのずから制限があつて，これは原判決当時に資料と
されたものに限る。そうして但書でこれを拡張しまして，たとえその範囲に入らないものでありま
しても，第一審の弁論終結前に取調を請求することができなかつた証拠であるれば，それが量刑の
不当あるいは事実誤認の証明のために欠くことができないものであるときにはこれを取り調べるこ
とができる60。」として，この但書を当事者保護のための規定であると説明している。従って，第
一審判決以後に生じた事実については，考慮することができないとする説明であると考えられる。
しかし，382条の 2, 393条 2項，397条 2項など，原判決後に作成された資料や原判決後の事実を
判断の材料とすることが必ずしも不可能ではなくなった61ことに関しては，端的に例外と言う他は
ないように思われる。また，400条但書を根拠として，原判決で取り調べられた証拠は控訴判決の
基礎にすることができ，加えて新しい証拠の取調べもできるという点については，続審的な性格を
一部において帯びているという見解を示しながら，「それはどこまでも事後審査の範囲内におい
て62」であると述べる。おそらく，団藤説における事後審の内容は，部分的に続審の内容と類似す
るところがあるということではないだろうか。特に，自判が可能であるという方式による「原裁判
所で取り調べられた証拠はこれをそのまま控訴判決の基礎にすることができる63」ことが，続審の
特徴である「審理の継続」に類似していると考えられているためではないかと思われる。
次に，小野説である。手続が書面主義的な範囲を出て実体的な事実の取調べ（小野説においては
新証拠の取調べと同義である）に入った場合に続審が接木されるというのである。ここで注目され
ているのは，やはり393条 1項についてであると考えられる。小野説によると，この条文による事
実の取調べは，新たな証拠調べを意味するため，事後審たる書面主義を維持できなくなることによ
り，被告事件に関する審理が継続されると解釈することになるものと思われる64。また，同様に書
面主義が維持できなくなることの根拠として，400条を挙げている。控訴裁判所において取り調べ
た証拠が裁判の資料となるならば，それは被告事件に関する審理の継続と考えるものと思われる。
――
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さらに，394条によって第一審で取調べを経た証拠が，控訴審における事実認定の資料となり得る
ということから，証拠を引き継ぐ点で続審的な意味合いがあるという解釈をされるようである65。
条文との関係で見ると，平野説が事後審と解する範囲は広いように見受けられる。平野説によれ
ば，事後審のメルクマールとして最も重要なものは「原判決の当否を審査すること」に絞られるの
であろうから，審判対象として被告事件を扱わない限りは事後審と言うことが可能であると思われ
る。従って，ここで注目される条文は400条ということになるであろう。平野説は，400条但書を
引き合いに出して，「自判の場合は続審の構造をとる66」としているのである。自判に至る前，す
なわち原判決を破棄するか否かについてはあくまで事後審査として判断し，破棄によって遡及的に
続審の構造へと変化すると解釈しているようである。また，393条 2項のように，第一審判決後の
事情をも考慮することのできる条文の存在については，「そのために続審になるわけではなく，い
ぜんとして事後審査である67。」と結論づけており，事後審と続審の分かれ目を自判に絞っている
ように見受けられる。
そして，平場説における説明の仕方であるが，前項でも指摘したように，この説は従来事後審と
解すると不都合が生じる可能性のある条文を全て取り込み，事後審の概念自体を拡張することによ
ってその不都合を解消したものと考えられる。従って，平場説の事後審によれば，理論と条文の整
合性は取れていることになり，何ら不都合は生じないものと思われる。それどころか，この説によ
れば，393条 1項但書，383条，382条の 2, 393条，397条 2項などを「根拠」として，従来の通説
であるとする「原審の證據・原判決時の事實を標準とした事後審68」に異論を唱える。従って，平
場説にとっては，これまでの理論において条文との整合性を取るために用いられてきたような論法
は特に必要ないものと思われる。
鈴木説の場合においては，事後審と続審の境界線の引き方が他の説とは異なるため，説明が困難
であるものの，認定資料について，検察官側の観点からは383条及び393条 1項但書を除いて，控
訴審を事後審と解することに不都合はないが，被告人側の観点からは事後審と解することはできな
いとなる。当事者の立場によって条文解釈の結論が異なることになるものと思われる。
また，井戸田説に至っては，そもそも控訴審が事後審であるという考え方をほとんど考慮してい
ないため，「単純な事後審と解する場合」という前提が妥当しないであろう。ただ，この説は，仮
定として事後審の本質を従来の通説に従って考えた場合，383条，393条，400条但書，382条の 2
などを承認するためには「例外」という取り扱いをせざるを得ないことを指摘し，「事後審」が原
則として機能する範囲には問題が残るとしている69。そして，被告人の救済を目的として構造を考
――
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えた場合，その目的に沿った条文解釈を行うものとしているように思われるため，井戸田説によれ
ば構造は条文解釈の指針であるように見受けられる。
最終的な結論部だけに注目すれば，後藤説は平場説と似たような形であるものと思われる。従来
の事後審論の主張を「控訴審は事実認定をやり直すのではない」ものと説明して，しかしながら
「現行法の控訴審が，証拠調の繰返しを原則とせずに事実認定をやり直す審級であることは否定で
きないように思われる」ことを，393条 1項や400条などに不整合な面があることから指摘してい
る70。そういった点から，事後審の観念が表す内容を従来とは違ったものとして捉え直し，条文解
釈の手助けとしているように見受けられる。
以上，構造を単純な事後審という解釈をした場合に条文との整合性が問題となるという認識があ
ることを概観したが，いずれも基本的には事後審であるということは前提となっているものの，条
文の解釈や事後審の定義が一様でないため，自ずと差が生じる。また，事後審の内容が確定してい
ないという事の影響は，演繹型，帰納型を問わず現れるようである。
それでは，現行刑事訴訟法において，控訴審の構造を単純な事後審であると解することは妥当で
あろうか。主要な学説を概観する限りは，もはや限界が来ているのではないだろうかと思われる。
一般的に，現行法の構造が基本的に事後審であることに異論はないとされながら，詳細な検討を行
った説は，そのどれもが事後審という理論によって控訴審に関する条文の全てを説明できるわけで
はない状態にあるように考えられるからである。従って，「事後審」という概念は，その内容をど
のように構成するかということが争われているものと思われる。
結 論
まず第一に，控訴審構造論において問題とされているであろうことは，一つずつ分解して考えた
方が理解しやすいのではないだろうかと思われる。それは，覆審，続審，事後審の定義は何か，
現行刑事訴訟法における控訴審の構造はどのように説明され得るか，控訴審の構造はどのよう
な態様を目指すべきか，というポイントに分割されるものと考えられる。
はしがきでも述べたが，そもそも覆審，続審，事後審という 3類型が存在するとの記述を見て
疑問に思うことは，「何故この 3類型が原則であるかのように扱われているのか」である。演繹型
の理論構成は，条文の解釈を待たずして，あたかもその制定以前から概念だけは存在しており（実
際に現行刑事訴訟法制定以前から概念は存在しているが），条文をそれらの一つ，つまり事後審と
いう概念に対してどのように当てはめるべきかといった議論に終始していると感じるのである。そ
うなると，少なくとも事後審に関しては必然的に，控訴審を事後審と解するためにその理論的メル
クマールを何に求めるかという点で見解が対立する71ため，現段階のまま解釈原則とすることは早
――
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計ではないのか。何故ならば，事後審は「原判決の当否を審査する」ことに追加されるメルクマー
ルが学説ごとに異なるからであり，その原因は「現行法は事後審と解するべき」という演繹型の理
論構成を目指すためと思われるからである。
そう考えると，覆審，続審，事後審という 3類型は，控訴審の構造をある程度定式化したモデ
ルであると考え，現行刑事訴訟法における控訴審の構造分析は，やはり条文を基に帰納型で行うの
が妥当と思われる。それは「分析」という作業が「今どうであるか」を対象とするからに他ならな
いと考えるからである。また，演繹型の思考方法では「事後審」の内容が確定困難どころか十人十
色になってしまい，言いたいように言えてしまう循環理論に陥ってしまう傾向が強いように見受け
られる72。ただ，帰納型の思考方法を採用した場合，それでは全ての条文を一貫した構造モデルで
統一的に説明するのは極めて困難，場合によっては不可能と言わざるを得ない。しかしながら，こ
こではしがきで提起した問題への解答として，「控訴審の構造は必ずしもこの 3類型のどれかに当
てはめなくてはならないものではない」と考えると，現行刑事訴訟法における控訴審の構造をどう
捉えるかについては，これらのモデルを複数利用して説明することも可能であると思われる。
ただ，現段階では，モデルを使った基本的な説明として，現行法については入口が続審と呼べな
い以上，原則として事後審と呼ぶ他はないように思われる。但し，後藤説に示唆された「どちらと
も呼べないという可能性」も考慮しなくてはならないと思われる。3類型のどれかでなくてはなら
ないというのは，実は単なる思い込みで，「どれとも呼べないのならどれでもない」という可能性
を排除していないだろうか。さらに，今ひとつの可能性を示唆するならば，旧法の上告審がそうで
あったように「控訴審の構造は複合的である」と考えることもできるのではないだろうか。ただ，
現行法が「事後審を目指した」ことは確かである。それを推し進めることの是非は，今後控訴審を
どのように運用していくべきかにかかっていると言って差し支えないであろう。
従って，本項の最初に挙げた覆審，続審，事後審の定義は何か，現行刑事訴訟法における控
訴審の構造はどのように説明され得るか，控訴審の構造はどのような態様を目指すべきかをそれ
ぞれ別々に考察する方法によれば，覆審及び続審の定義は概ね確立しているが，事後審の定義は
なお検討の余地を残している，控訴審の構造は，いずれか一つのモデルで説明し切ることはほと
んど不可能であり，いずれにも分類され得ないとして独自の概念を作り出すか，複数の概念を使用
して説明するのが妥当と思われる，現行刑事訴訟法の制定当初は事後審モデルを目指していたと
考えられるが，今後もその方針を維持するか否かは，昨今の刑事訴訟法の改正及び関連法の制定も
考慮したうえで，なお検討すべき問題である，と考えられる。
今後の検討課題は，差し当たり事後審の定義であるように思われる。控訴審の構造を帰納的に説
明するとしても，モデルが確立していた方が説明しやすいことは間違いないからである。前述のよ
うに，この点は基本的な部分が決まっているものの，それ以上の説明は辞典，学説，それぞれに統
――
73 前掲注 5, 494頁。
74 前掲注 1, 484頁。
一的な見解が見あたらない。しかし，辞典に従えば「原判決を対象として原審の資料だけに基づい
てその当否を審査するという構造73」であり，学説における共通部分は「原判決の当否を審査する
方式74」となるところから，確実に抽出可能な要点は「原判決の当否を審査する」ということであ
るものと思われる。モデルとしての「事後審」の説明として十分とは言えないかも知れないが，こ
れ以上の内容を確定するためには，控訴審構造論における事後審という概念の位置づけを，より詳
細に探らなくてはならないであろう。
